
事業事前評価表 

国際協力機構 

地球環境部 森林・自然環境保全第二課 

１．案件名                                                 

 国 名： パラグアイ共和国 

 案件名： 和名 イグアス湖流域総合管理体制強化プロジェクト 

 英名 Project for Strengthening Integrated Management of Yguazu Lake Watershed

  

２．事業の背景と必要性                                       

（1）パラグアイにおける対象地域の現状と課題 

本事業の対象とするイグアス湖流域（503,300ha）は、アカラウ水力発電所（発電設

備容量 210MW）の夏場の水位調整用の湖として活用されていることに加え 1、国内の

発電能力を高めるための円借款事業「イグアス水力発電所建設計画（推定総事業費

約 280 億円。うち円借款分約 210 億円。2008 年 1 月署名。協力期間 2015 年 1 月、

発電量 200MW の計画）」が実施されている。なお、パラグアイは、同国の電力需要の

ほとんどをブラジルと共同開発したイタイプ水力発電所（発電設備容量 12,600MW）か

らの買電で賄っているが、パラグアイ政府は同発電所からの買電支出を抑制 2してお

り、結果としてピーク電力需要に一部対応できず停電を行う等、電力供給体制の安定

性に不安を抱えた状況になっている（2004 年のパラグアイのピーク電力負荷は

1,241MW）。将来的な電力需要も増大 3していくことから、同国における安定的な電力

供給、特にピーク電力の供給体制を安定化させるために、イグアス湖流域における

既存発電所と新規発電所の位置づけがますます重要となっている。 

他方、イグアス湖流域においては、1970 年代から移住者による大規模な農業開

拓 4が始まり、農地拡大による森林伐採 5や伝統的農業（焼き畑等）に伴う流域の荒廃、

それに伴う貧困化と、さらなる農地拡大等の悪循環が生じている。この悪循環は、イ

グアス湖への土砂堆積を引き起こし、将来的な発電量の低下にもつながることが予

想されている。このような状況を改善し、アカラウ水力発電所及びイグアス水力発電

1 パラグアイ国内の発電設備容量は 216MW である。 
2 同水力発電所からの買電契約は、ピーク電力をカバーするとピーク時間外に未使用電力が

生じ割高となること、買電契約はドル建で為替変動による買電コストが膨らむ可能性が高

いことから抑制されている。また、ブラジルへ電力を売却して外貨を獲得するほうが、イ

グアス水力発電所建設よりコストパフォーマンスに優れている。 
3 将来的な電力需要は、ピーク負荷が年率 3.4%、電力量が年率 3.2%で増加する見込み。 
4 パラグアイ東部地域の農地面積は、1991年 55万haから 2008年 246万に増加している。

本事業対象のカアグアス県 11 市は 75.7 万 ha、アルト・パラナ県 3 市は 6.9 万 ha である。 
5 カアグアス県（イグアス河流域の大部分を占める）の森林面積は、1986 年から 2008 年

までに 32.4 万 ha が消失している。 

技プロ用 
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所の能力を最大限に活用できるようにするためには、「ハード」な治山活動のみに頼

るのではなく、植林や環境配慮型農業技術を普及し、周辺の農家や関連機関の協力

を得ながら流域を管理していく流域管理手法がより適切であると考えられ、その実施

が急務となっている。 

対象地域の農地は、営農タイプという視点から見ると、大規模機械化農業を営む

大農の農地と、家畜等を活用して耕起を行う小農の農地に分類される 6。両者は、農

地の利用形態、経営方針、資金力という点において異なるため、土壌流出の抑制に

は異なるアプローチが必要となる。また、イグアス湖への土砂流入を最終的に抑制し

得る湖岸での対策に際しては、イグアス湖周辺の土地所有者である国営電力公社

（以下、ANDE）7と大農・小農との連携が必要不可欠となる。このような現状に対して、

政策 8や行政による対応も行われているが、適切な管理にまでは至っていない。 

大農へのアプローチは、大農が比較的余裕がある生計を営んでいることに加え植

林を行う土地も有することから、法律で義務化されている植林実施を促進する。その

際に、大農の多くが農協に加入しているため、農協を活用した技術普及体制を築くこ

とが効果的・効率的となる。 

他方、小農へのアプローチは、小農が余裕のない生計を営んでいることに加え植

林する土地もほぼないことから、まず本事業参加へのインセンティブを付与する生計

向上活動を行うとともに、土壌流出を防ぎつつ生産性も向上（同時に農地拡大も防

ぐ）する環境配慮型農業技術の普及を行う。その際に、多くの小農は村々に点在し農

協にも加入していないため、市役所職員が従来から実施している小農訪問を最大限

活用する体制が重要となる。 

また湖周辺の土地に関しては ANDE 自らが組織的に対応する体制が必要となる。 

これらの多様なアクターを調整する役割は、ANDE が担うことが望ましい。本来であ

れば、市役所や省庁がそのような役割を担うべきであるが、イグアス湖の流域保全に

関しては、関係する市が複数に及ぶことから、一つの市が主導権を取りにくい。また、

環境庁 9や農牧省 10は予算が少なく、また自らの省庁に関連する活動以外のことには

6 大農は 25ha 以上の農地を有し、小農は 25ha 未満の農地を有する農家とする。 
7 ANDE は、パラグアイ内における電力需要の充足を目的として、1964 年 8 月 12 日の法

律によって設立された。流域管理の必要性を認識しており、2012 年に水力発電部の下部組

織として流域管理課を設置した。本事業のカウンターパートとして想定している。また、

海抜 223.5m までの湖周辺の土地を所有している。 
8 2007 年には水資源法 No.3239/07 が公布され、流域保全管理に関する具体的な施策が示

された。2010 年には河川流域での保護林再生法 No.4241/10 が公布され、「バッファーゾー

ンの幅は水域の幅に直接比例するものとする」と改められた。水域の幅とバッファーゾー

ンの幅の関係については、本法律 No.4241/10 の実施に係る 2012 年政令 No.9824/12 によ

って設定される。 
9 2000 年に環境分野の全ての業務を推進するための実施機関として設立された。流域管理

局は 9 名のみで地方事務所はない。主な業務は流域毎に水委員会を形成することである。 
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積極的ではないため現実的ではない。他方 ANDE は行政機関ではないものの、イグ

アス湖流域全体の流域保全を行うことによって継続的に電力供給を行うことができる

という直接的な利害を持つことから、流域保全には一番積極的なアクターであり、調

整役として大きな役割を担っているのが現況である。 

 

（2）パラグアイにおける開発政策と本事業の位置づけ 

パラグアイの開発政策は、「社会経済戦略計画（2008－2013）」に基づいて推進さ

れており、そこでは格差のない全国民の生活向上を掲げ、特に貧困層への社会サー

ビスの充実と生計向上を目指している。当該戦略計画は 6 つの戦略目標と 8 つの重

点政策によって構成されるが、戦略目標の 4 番目に「生産構造の多様化」という目標

が設定されている。ここでは、「環境に配慮し、既存のエネルギー資源や人的資源を

十分に活用しつつ生産構造を多様化する」というように、生産構造の多様化の手段と

して環境への配慮、既存のエネルギー資源の活用が述べられている。本事業は、イ

グアス湖流域の管理体制強化を通じてイグアス湖への土壌流入を抑え、アカライ水

力発電所及び（将来建設される）イグアス水力発電所の持続的な運用を実現するも

のであり、環境配慮型の既存エネルギー資源と人的資源の有効活用という戦略計画

に即していることから、本事業と国家開発政策との整合性は高い。 

また、国内にはイグアス湖保全を進めるためのイニシアチブが既に存在する。2009

年には国家電力公社（ANDE）とイグアスマルチセクター協会 11が「水資源管理に係る

協定」を締結し、2010 年にはカアグアス県庁が主体となって中央政府関係省庁・各自

治体を交えた「イグアス湖の自然資源の回復に係る協定」を締結している。本事業は、

これらのイニシアチブが目指すイグアス湖流域の保全を具現化する役割を担うもので

ある。 

 

（3）我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対パラグアイ国別援助方針は、「貧困層の生計向上と社会サービスの充

実を通じた格差無き持続的経済・社会開発」であり、その重点分野として持続的経済

開発と格差是正がある。また、日系社会との連携や 3 スキームを活用した効果的な

支援実施が留意事項とされている。 

持続的経済開発について、より具体的には、「パラグアイの電力・運輸・水道分野

をはじめとした経済・社会インフラは全体的に脆弱であり、開発の大きな障害となって

いる」という認識のもと、「環境に配慮しつつ水供給及び農産物などの輸送などにか

かわるインフラ整備や関連する人材育成・能力開発の視点も盛り込んだ、持続的な

10 役割が農家に対する農業技術支援に限られており、流域保全へのインセンティブは低い。 
11 イグアス湖流域の横断的な課題を扱うために設置された組織であり、県と市の間に位置

付けられる。現在はオカンポス市長が会長となっている。 
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経済・社会インフラの整備・充実を目指す（2012年度 対パラグアイ共和国 国別援助

方針）」としている。本事業は、水力発電を持続的に稼働させるために、関係者の人

材育成を行いながら流域管理に取り組むことから、援助政策との整合性は高い。更

に、小農へのアプローチを通じた格差是正への取り組みや、日系社会との連携や他

スキームとの連携も予定しており、留意事項にも十分配慮している。 

具体的に本事業は適切な流域管理による土壌流出抑制を通じて、同方針の「経済

インフラの充実プログラム」のもとに位置付けられている「イグアス水力発電所電力事

業」の開発効果向上に貢献する。また、本事業は同方針の「小農自立化支援プログラ

ム」に関連付けられており、小農へのアプローチを通じた小農自立化支援を行うととも

に、本事業と類似のアプローチ（テリトリアル・アプローチ 12）を取る他事業（「テリトリア

ル・アプローチを活用した農村開発政策アドバイザー」（個別案件、2012年～2014年）、

「イタプア県・カアサパ県におけるテリトリアル・アプローチ実施体制強化の農村開発

プロジェクト」（技術協力プロジェクト、2012年～2017年）、「農協クラスター形成支援プ

ロジェクト」（有償技術支援、2012 年～2016 年））との連携を図り開発効果を高めるこ

とを視野に入れている。 

 

（4）他の援助機関の対応 

世界銀行（WB）は、PRODERS（パラグアイ持続可能な農業と農村開発プロジェクト）

プログラムにおいて、サン・ペドロ県及びカアグアス県における地域及び先住民族コミ

ュニティーの持続的発展を目指し、20 ヘクタール未満の小農を対象として、コミュニテ

ィー組織強化や流域保全を含む自然資源管理促進などのための各種活動を借款と

して実施している。 

ドイツ国際協力公社（GIZ）は、2000 年より保全農業及びアグロフォレストリー導入

による持続可能な自然資源管理のプロジェクトを実施してきているが、今後は保全農

業に絞って実施する予定。 

世界自然保護基金（WWF）は、アルゼンチンの NGO である FVSA（アルゼンチン野

生生物基金）と共同で「アルト・パラナ森林再生構想」を 2003 年に発表し、イグアス河

南部のモンダウ河流域で森林再生パイロットプロジェクトを実施中である。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、イグアス湖流域において、流域管理の方針等を策定するとともに、

12 開発対象としてテリトリーに着目し、それぞれのテリトリーの開発ニーズ及びその優先

度に応じてセクター横断的に開発を進めるアプローチ。特に中南米においては、近年、各

国でテリトリーに着目した農村開発の取り組みが進められている。 
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ANDE 所有地、大農、小農支援のモデルを構築することにより、イグアス湖流域管理

体制の強化を図り、もってイグアス湖流域における適切な土地利用に寄与するもので

ある。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

イグアス湖流域（カアグアス県 11 市、アルトパラナ県 3 市）（総人口：994,029 人） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

ANDE・市役所・県庁などの関係機関（計約 20 人）、大農・小農（58,997 農家） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013 年 6 月～2017 年 5 月を予定（計 48 か月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

3.5 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

国家電力公社 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

 長期専門家 

チーフアドバイザー/流域管理（48M/M）、森林再生・植生回復（48M/M）、業務調

整/参加型開発（48M/M） 

 短期専門家 

   土壌保全、土地利用などの関連分野 

 本邦及び、第三国研修 

 資機材等：車両、バイク、研修用機材、事務機器等 

 現地活動経費 

 

2）パラグアイ側 

 カウンターパート：プロジェクトディレクター（国家電力公社技術局長）、プロジェク

トマネージャー（国家電力公社技術局水力発電部長）、その他のカウンターパート

（企画・経営方針局環境管理部長、技術局水力発電所流域管理課長、技術局送

配電部地形課職員、環境庁水資源・保全総局長、環境庁水資源・保全総局課長、

植林総局長、農牧省農業普及局長、等） 
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 プロジェクト事務所、付帯設備 

 プロジェクト活動経費（維持管理費、旅費等） 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類（A,B,C を記載） C 

②カテゴリ分類の根拠：本事業は自然環境保全に資する流域保全活動を実施する

ものであり、環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいはほとんどな

いと考えられる協力事業に該当する。 

2)ジェンダー平等推進/平和構築・貧困削減 

パイロットプロジェクト実施時においては、ジェンダーに関わらず、多くの住民を

巻き込むことを予定しているため、家庭内外での女性の役割や地位の向上（エンパ

ワーメント）につながることが期待できる。また、生計向上活動を伴うパイロットプロ

ジェクトへの参加を通じて、貧困削減にも寄与する。 

 

3)その他 

本事業は植林を含むアグロフォレストリーや土壌保全活動の推進を通じて、気

候変動対策に資することが期待される。 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

 「イグアス水力発電所建設事業」では、パラグアイの主要な電力供給源である水

力発電能力を強化するため、水力発電所を建設している。土壌流出により、この

水力発電能力を損なわないため、本事業では流域を適切に管理する体制を強化

する。 

 「イタプア県・カアサパ県におけるテリトリアル・アプローチ実施体制強化の農村

開発プロジェクト」において取られているテリトリアル・アプローチ手法を参考にし

ている。 

 「農協クラスター形成支援プロジェクト」では、本事業が対象としているアルト・パ

ラナ県を含む 3 県を対象に、農協の行財政を強化する事業を実施している。本事

業では、特に大農にアプローチする際に、農協を最大限活用することを予定して

いるため、本事業との連携が期待できる。 
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2）他ドナー等の援助活動 

 WB は、PRODERS というプログラムにおいて、サン・ペドロ県及びカアグアス県に

おける地域及び先住民族コミュニティーの持続的発展を目指し、20ha 未満の小

農を対象として、コミュニティー組織強化や流域保全を含む自然資源管理促進な

どのための各種活動を借款として実施している。このプロジェクトとは、対象地域

及び手法が一部重なるため、密に連携することが求められる。 

 GIZ は、2000 年より保全農業及びアグロフォレストリー導入による持続可能な自

然資源管理のプロジェクトを実施してきているが、今後は保全農業に絞って実施

する予定。活動手法は、10 世帯ほどに一つの委員会を形成して、その委員会に

対して資金提供を行うもの。本事業では、小農を組織化することを予定している

ため、この経験の活用が期待できる。 

 WWF は、イグアス河南部のモンダウ河流域で森林再生パイロットプロジェクトを

実施中である。ここでは、大農が農地の一部を森林に復元するため、市役所・検

察・省庁等とともにイグアス湖周辺の大農への働きかけを行う手法を有している。

この手法は本事業において、大農に働きかけを行う際に大いに参考になる手法

である。 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標：イグアス湖流域において、流域管理を通じ適切な土地利用が行われ

る。 

指標 

1. イグアス湖流域の ANDE 所有地が森林再生・植生回復される（xx ヘクタール以

上）。 

2. イグアス湖流域の大農所有地が森林再生・植生回復される（xx ヘクタール以

上）。 

3. イグアス湖流域の小農が土壌保全技術を導入する（xx 戸以上）。 

 

2）プロジェクト目標：イグアス湖流域管理体制が強化される。 

指標 

1. ANDE所有地において森林再生・植生回復を行うため、ANDEが流域管理課に必

要な人材と予算を割り当てる。 

2.本事業で構築された、大農モデル及び小農モデルを他地域 13に普及するため、

13 本事業の対象とならなかったイグアス湖流域内の他の地域を指す。 
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ANDE・市役所・関連機関が流域管理に関する必要な人材と予算を割り当てる。 

3.各プラットフォーム 14に所属する 8割以上の組織が、8割以上の会合に参加する。 

 

3）成果及び活動 

成果１：国・県・市の各レベルにおいて、流域管理のビジョン及び方針が策定される。 

指標 

1-1.国・県・市の各レベルにおいてプラットフォームが設置される。 

1-2.国・県・市の各プラットフォームにおいて、流域管理のビジョン及び方針が策定

される。 

1-3.総合流域管理計画が策定される。 

活動 

1.1 関係者 15が流域管理という概念への理解を深めるため、流域管理先進地への

訪問機会を設ける。 

1.2 国・県・市レベルで、関係機関による合意書を締結した上でプラットフォームを立

ち上げ、プロジェクトに関わる考えや経験を共有する。 

1.3 イグアス湖流域の自然資源及び土地利用状況を分析する。 

1.4 国・県・市の各プラットフォームで、流域管理のビジョンと方針を策定する。 

1.5 国・県・市の各レベルで、プラットフォームの会合を開催する。 

1.6 プラットフォーム会合において、流域管理を支える適切な法的枠組みの議論が

行われるよう働きかける。 

1.7 イグアス湖流域全体を対象とした総合流域管理計画を立案する（各プラットフォ

ームでビジョンと方針をアップデートし、当該計画に含める）。 

1.8 総合流域管理計画がパラグアイ政府によって正式に承認されるよう働きかけ

る。 

 

成果２：ANDE 所有地の管理方針が策定される。 

指標 

2-1. パイロットサイト 16での知見が取り纏められる。 

14 本事業では、成果 1 の活動として、国・県・市のそれぞれのレベルでプラットフォーム

を設置する。プラットフォームには、流域管理に関する組織を含める予定。例：国レベル

では関係省庁、県レベルでは県庁や関係省庁の出先機関等、市レベルは市役所等を想定。 
15 プラットフォームへの参加者及び現場での普及員等を想定。 
16 ANDE 所有地におけるパイロットサイトは、ANDE 所有地の土地境界線が明確になって

いる箇所を指す。 
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2-2. ANDE 所有地における森林再生・植生回復計画が策定される。 

活動 

2.1ANDE 所有地における森林再生・植生回復のパイロットサイト特定作業を行う。 

2.2ANDE 所有地のパイロットサイトにおいて森林再生・植生回復活動を行う。 

2.3 パイロットサイトでの経験を、プロセス・技術・コストという観点から取り纏める。 

2.4 ANDE 所有地における森林再生・植生回復計画を立案する。 

 

成果３：イグアス湖流域管理のための大農モデル 17が構築される。 

指標 

3-1.三年度目以降、プロジェクトチームによる大農への定期訪問は ANDE の調整に

よって実施される。 

3-2. パイロット活動の知見が取り纏められる。 

3-3. イグアス湖流域における大農モデルの普及計画が策定される。 

活動 

3.1 フィールド活動を担う普及スタッフ 18に対する研修（ファシリテーション、村落開発、

土壌保全、森林修復などの関連分野）を定期的に企画し、実施する。 

3.2 イグアス湖流域保全に関する情報を発信する。 

3.3 イグアス湖周辺の大農地域を特定する。 

3.4 大農に対して働きかけを行うチーム 19を編成する。 

3.5 大農へのアプローチ手法を調査・開発する 20。 

3.6 パイロット活動実施対象となる農協を特定し、活動ガイドライン（案）を作成す

る 21。 

3.7 パイロット活動を実施する 22。 

3.8 パイロット活動の経験を、プロセス・技術・コストという観点から取り纏める。 

17 大農モデルとは、具体的な成功モデルと、それに至るプロセス（アプローチ手法等）を

想定。 
18 実際に農協や農家を訪問して活動を行うスタッフ（WWF の成功事例を活用しつつ、

ANDE、市役所、検察、農牧省等のスタッフ）を想定。 
19 同上。各組織から 1 名ずつ合計 5 名程度で 1 チームとすることを想定。 
20 例えば、①WWF や農協が実施している大農に対する活動手法の調査、②パラグアイ国

内に存在する森林再生・植生回復活動の優良事例や遊休地を利用した植林事業などのビジ

ネスモデル調査、③イグアス湖湖岸の土壌浸食を防ぐ効果的な方法の開発、を想定。 
21 この際、森林再生・植生回復活動及び遊休地における植林ビジネス戦略の立案も想定。 
22 パイロット活動では、①大農が法的枠組み及び森林再生・植生回復の便益を理解するよ

う働きかけたり、②必要に応じて、大農による森林再生・植生回復活動を技術的・物質的

に支援したり、③活動のモニタリングを行ったりすることを想定。 
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3.9 森林再生・植生回復を促進するため、エコツーリズムや環境サービス支払いな

ど新たなアプローチを研究する。 

3.10 イグアス湖流域の他地域において、大農モデルの普及計画を策定する。 

 

成果４：イグアス湖流域管理のための小農モデル 23が構築される。 

指標 

4-1.小農へのアプローチモデル構築のため、ANDE が普及専門家 24を配置する。 

4-2.本事業に携わる 5 割以上の普及スタッフ 25が、プロジェクトによって特定される

普及技術のうち 5 割以上を習得する。 

4-3.パイロットプロジェクトに参加する 5割以上の小農が土壌保全技術を導入する。 

4-4. イグアス湖流域における 3 つの小農モデル 26の普及計画が策定される。 

 

活動 

4.1 フィールド活動を担う普及スタッフに対する研修（ファシリテーション、村落開発、

土壌保全、森林修復などの関連分野）を定期的に企画し、実施する。 

4.2 イグアス湖流域保全に関する情報を発信する。 

4.3 パイロットプロジェクトを実施する対象市 27を特定する。 

4.4 対象市を 3 つの地域（イグアス湖周縁部、水源・支流周辺、その他小流域）に分

け、地域毎に小農居住域を特定する。 

4.5 小農に対して働きかけを行うチーム 28を編成する。 

4.6 小農へのアプローチモデルを調査・開発する 29。 

4.7 パイロットサイト 30を特定し、活動ガイドライン（案）を作成する 31。 

23 小農モデルも大農モデルと同様。 
24 具体的には、ANDE 流域管理課に技術普及のための職員を増員することを想定。 
25 ANDE、市役所、農業省等の職員を想定。 
26 活動 4.4 に記載のとおり、法律において流域からの距離により異なる対応（イグアス湖

周辺部は湖岸から 100m を植林、水源・支流周辺は 10m~100m を植林、その他小流域は

10m を植林）が求められるため。 
27 小農モデルの対象市は、1 サイクル目は 2 市で、パイロットサイトは 3 サイト程度を想

定。対象市とサイトは、選定条件について合意したうえで、関係機関の合意によって決定

する。なお、2 サイクル目以降は、基本的に関心市すべてを対象とすることを想定。 
28 ANDE、市役所、農業省等から成る 1 チーム 3 名程度を想定。 
29 具体的には、①GIZ・JIRCAS・PRODERS 等が実施している小農への活動手法調査、

②小農地域における資源利用及び社会経済状況に関する調査、③小農による生活改善・保

全型農業・ビジネスの優良事例調査、を想定。 
30 小農地域におけるパイロットサイトは、小農の土地のまとまりを指す。パイロットサイ

トの 1 グループを形成するために最低 10 戸の小農をグループ化することを想定している。 
31 この際に、①小農による生活改善、保全型農業、ビジネス形成を促進するための戦略を
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4.8 パイロット活動を実施する 32。 

4.9 パイロット活動の経験を、プロセス・技術・コストという観点から取り纏める。 

4.10 イグアス湖流域の他地域において、小農モデルの普及計画を策定する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

 実施体制 

本事業のカウンターパートとしている ANDE は 2012 年に流域管理課が設置された

ばかりである。そのため流域管理活動を実施するにあたり十分な経験や基盤を有し

ているとは言い難い。他方、ANDE は流域管理の必要性を実感し、今後流域管理に

関する予算等を増加し取り組みを本格化させる方針であるところ、本事業を通じて、

その取り組みを強化（流域管理課職員の能力強化、及び、予算確保、等）していく。更

に、ANDE の水力発電部長や環境管理部長等も本事業の重要性を認識していること

から、カウンターパートとして本事業に積極的に参加し、事業運営を支援する。 

また、パラグアイの事情として、選挙による政権交代によって、大臣以下多くの官

僚が交代し、政府の事業方針やプロジェクト関係者が交代するということが起こりうる。

そのため、その事情に十分配慮しつつ事業を実施する必要がある。具体的には、

2013 年 4 月の大統領選挙及び 2015 年 11 月の市長選挙後に、プロジェクト関係者を

本邦/第三国研修に参加させたり、JICA 本部より調査団を派遣したりして本事業の方

向性がぶれないように留意する。また、市長が交代するまでの 2 年の間にモデルとな

る成功事例を作り、広く共有することで、このモデルを支援することが市長の政治的

立場の強化につながるという意識付けを行う。 

更に、流域管理を実施する際は、多くの政策や事業が関連していることから、多く

の組織を巻き込みながら、事業を実施することが望まれる。そのため成果 1 の活動と

して関係省庁、県庁等と役割分担等を調整し明記した合意書を締結したうえでのプラ

ットフォーム設置、そこでの流域管理方針策定や政策への反映等を行う。その際に、

高い調整能力が求められるところ、主にチーフアドバイザーがカウンターパートを支え

ながら調整を行うとともに、カウンターパートの調整能力を高めていくことが求められ

る。 

地域毎（イグアス湖周縁部、水源・支流周辺、その他小流域）に立案し、②指標計測のた

め本事業に従事する普及スタッフが身につけるべき普及技術を特定する。 
32 パイロット活動は、①小農による学習プロセスを形成（小農組織化、優良サイト訪問、

生活改善・農法改善のための計画づくり、等）したり、②小農による生活改善・農法改善

を促進し、必要に応じて、技術的・物質的支援を行ったり、③活動のモニタリングを行っ

たりすることを想定。 
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他にも、「イグアス水力発電所建設計画」を受注したコンサルタントとも適宜情報交

換を行いながら事業を実施する。 

 

 既存の知見の活用 

本事業は、既存の知見を最大限利用する投入計画となっている。まず、JICA がパ

ナマで行った「アラフエラ湖流域総合管理・参加型村落開発プロジェクト」（技術協力プ

ロジェクト、2006 年～2011 年）は、ANDE・市役所を始めとするプロジェクトの実施アク

ターが流域管理に関わる基本的なコンセプトを把握し、かつ共有する契機として活用

すると同時に、パナマ人技術者がアドバイザーとして本事業に参画することを予定し

ている。 

またパラグアイ国内には、大農の農地における森林再生・植生回復の成功事例、

及び小農の農地における土壌保全型農法導入の成功事例が存在する。森林再生・

植生回復の方法についても、多様な実践経験が既に蓄積されている。本事業におけ

る保全型土地利用のモデル形成に際しては、対象地域の大農・小農がこれら既存の

実践経験から学び、各々の関心に基づいて適宜導入・改良を図っていくことを基本と

している。 

 

 指標の目標値の設定 

 具体的な指標と目標値を設定したプロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）、事業実

施計画（PO）、並びに、そのモニタリング計画については、第 1 年次中にパイロットサ

イトを決定した後、ベースライン調査実施後に最終化し、JCC 等を通じて実施機関と

合意する予定。 

 

（2）その他インパクト 

 農村社会の活性化 

普及活動を担う市役所（一定の独自予算を持つ）のスタッフが、小農グループと共に

地域の課題を特定し、解決に向けた取り組みを試行錯誤しながら行っていくというプ

ロセスの創発を行う。このようなプロセスを通じ、市役所及び小農の能力が強化され

ることで、農村社会の活性化に寄与する。 

 

 大西洋岸森林回復 

イグアス湖流域の原植生は大西洋岸森林であることから、郷土樹種による森林再

生・植生回復は、現在、パラグアイ内で推進されている大西洋岸森林回復の試みに

貢献し得る。 
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 先住民族コミュニティーへの裨益 

本事業においては先住民族地域を対象としていないが、プロジェクト終了後等に、そ

の地域で活動が行われる場合には、そこで取られている様々なイニシアチブと連動し、

彼らの生計向上活動に相乗効果をもたらす可能性もある。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提 

 ANDE が組織としてイグアス湖流域の持続的管理にコミットメントしている。 

ANDE は、既に流域管理課を設けていることから持続的管理にコミットメントしていると

言えるが、本事業開始を端緒として ANDE 総裁に増員・増額を要請する等を行う。 

 市役所がイグアス湖流域の小農支援にコミットメントしている。 

それぞれの市役所は、既に小農支援を行う普及員等を設けているが、本事業開始を

端緒として関係市長等と合意文書を締結するとともに、増員・増額等を要請する。 

 関係機関がイグアス湖の流域管理に関心を持っている。 

事前事業評価時に実施したワークショップでは合計 10 以上の関係機関が出席してお

り、既にある程度の関係機関が関心を有しているが、本事業開始を端緒として、これ

ら関係機関と合意文書を締結する等行い、更なるコミットメントを引き出す。 

 ANDE 所有地（パイロットサイト）における土地境界線が明確になっている。 

以前にすべての土地境界線が明確となっていたが、杭が老朽化しており不明確とな

っている箇所が多い。一部は再度調査等を行っているため、プロジェクト開始にあた

っては問題ないものの、本事業開始を端緒として、ANDE 自身によって不明確な箇所

の明確化を行うことをミニッツで確認しており、引き続き対応を要請していく。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

 流域管理政策及び法的枠組みについて、大きな変更はなされない。 

流域管理の政策及び法的枠組みを所管している環境庁 33を本事業にうまく巻き込む

ことで、大きな変更を避けるとともに、より現実的な政策及び法律等に変更するよう情

報交換等を行うことをミニッツで確認しており、引き続きモニタリングを行う。 

 

33 環境庁は、それぞれの流域への水委員会設立が通常業務であるため、本事業で設置を予

定しているプラットフォームの位置づけを水委員会に近づけることで、環境庁の更なる関

与を引き出すことを想定している。 

 13 

                                                   



（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

 育成された普及スタッフが、継続的に流域管理活動に従事する。 

ANDE や他の関係機関に対し、引継ぎのためのマニュアルを作成する等の組織的な

対応を求める。また、育成した普及スタッフが頻繁に異動しない旨の覚書を関係機関

と締結することで、継続的に流域管理活動に従事できるようにする。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

 関係機関の新たなトップが流域管理政策を維持する。 

成果１で設置するプラットフォームでの調整等を十分に行い、関係機関との良い関係

を構築する。また、プロジェクト成果の共有により流域管理政策に変更がある場合は、

プロジェクト成果が反映されるようにする。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、パラグアイの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致して

おり、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７． 過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

(1)過去の類似案件の教訓 

パナマ「アラフエラ湖流域総合管理・参加型村落開発プロジェクト」から、流域管理を

成功させるためには、①プラットフォームを形成し、関係者の方針、政策、事業等を調

整する必要があること、②住民参加型で事業を実施することが重要という教訓を得

た。 

(2)本事業への活用 

上記教訓より本事業においては、①ANDE や市役所をはじめとするプロジェクト関係

者がプラットフォームを形成し基本的なコンセプトを共有するとともに、②農民に対し

ては住民参加型で事業を実施する。③更にパナマ人技術者がアドバイザーとして本

事業に参画することを予定している。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。（目標値は、第 1 年次中に確定の予定） 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 
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事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 

以 上 
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